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序章 

2011 年 3 月 11 日に起きた東日本大震災により原

子力発電所（以下、原発）が停止し、これを機に企

業・家庭において自主的な節電が行われた。この節

電を通して、今までの生活において無駄な電力使用

があったことがわかった。さらに我々の研究の結果、

日本は最も電力に依存した国の 1 つであることが判

明した。また電力会社の独占の問題も明らかになっ

た。電力会社の地域独占、発送電網の独占は計画停

電の一因である。日本がこのような電力・電力会社

依存になった原因として我々は以下の 3 点を挙げる。 

 

①原発基数の増加 

②家電所持数の過多と世帯の細分化 

③電力会社によるエネルギーの一本化戦略 

 

 我々はこの電力・電力会社への依存から脱却する
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ために、電力プロシューマー１の拡大が有効だと考

えた。電力プロシューマーとは自家発電機を導入し、

電力会社や他施設への売電と融通を行う家計や自治

体の諸事業組織を指す。我々は電力プロシューマー

には節電インセンティブが働くため電力使用量が減

り、かつ電力会社に対し拮抗力２を持つため、電力

会社の独占が緩和されると考えた。そこで、電力プ

ロシューマーの理想像を構築し実際に太陽光発電を

導入している家計と、社会的共同消費手段３を用い

て発電を行う自治体にアンケートとヒアリング調査

を行い、比較した。その結果、家計・自治体共に価

格交渉能力を持たないため、十分な拮抗力を持ち得

ないことが判明した。そこで電力プロシューマーが

拮抗力を持つために、エコビジネスプランとして電

力プロシューマー協同組合の設立を提案する。協同

組合は以下の 4 点を行う。 

 

①既存の政党、政治家に売電価格の引き上げや電力

自由化などの法改正を請願すること 

②電力会社の株を購入することで、株主総会での発

言の機会を得て、①の要求を提示すること 

③組合員相互間で信用事業を行い、新規の自家発電

機の導入あるいは買い替えを希望する組合員に低

利融資をすること 

④自然エネルギーによる発電事業（メガソーラー発

電、風力発電など）に投融資すること 

 

これにより電力プロシューマーは拡大し、より強

力な拮抗力を持つため、電力・電力会社依存からの

脱却が可能となる。 

 

第1章 日本の電力依存の現状 

 第 1 章では他の先進国４と比較しながら日本の電

力使用の特徴を述べる。また電力供給の最大の問題

点ともいえる電力会社の独占について考察する。 

 

1-1 日本の電力使用量の推移と先進国との比較 

 

1-1-1 日本のエネルギー使用の推移 

【表 1】【表 2】は日本の家庭と企業のエネルギー

使用量の推移とその種類を示したものである。 

 

 

 

 

【表 1】家庭部門の 1 世帯当たり年間エネルギー使

用の推移 
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【表 2】業務部門の床面積当たりエネルギー使用の

推移 
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参考：経済産業省資源エネルギー庁(2008）より作

成 

 

日本の家庭では第一次石油危機を経験した 1973

年以降も総エネルギー使用量は増加を続けた。しか

し、1996 年にピークを迎え 2008 年には微減となっ

た。使用エネルギーの中で、石炭、ガス、石油は減

少しているが、電力の使用量が唯一伸び続けている。

これは使用するエネルギーを電力に代替したためだ

と考える。また【表 2】より、日本の一般企業にお

いては省エネルギー化が進み、総エネルギー使用量

は減少しているにも関わらず、電力使用量は増加傾

向にある。 

 

1-1-2 電力使用における先進国との比較 

【表 3】は各国の家庭部門における 1 人当たりの

電力使用量である。電力使用量はアメリカが最も多

く、フランス、日本はそれに次いで多い５。 

 

 

 

 

（
年
） 

（
年
） 

（MJ/㎡） 

（MJ） 
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【表 3】先進国 1 人当たりの家庭部門 

年間電力使用量 

国名 

（2008 年） 

家庭部門電力使用量 

（kWh） 

アメリカ 4,429 

フランス 2,510 

日本 2,250 

イギリス 1,924 

ドイツ 1,691 

参考：社団法人電力事業調査会 HP より作成 

 

また、【表 4】は先進国の使用エネルギーの割合で

ある。 

 

【表 4】家庭における先進諸国の 

使用エネルギーの割合(2004 年) 

参考：経済産業省資源エネルギー庁(2004)より作成 

 

使用エネルギーのうちフランスは 38%、アメリカ

は 39%、日本は 43%を電力で賄っている。以上より 

日本は最大の電力依存国と言える。 

 

1-2 日本のエネルギー使用の内訳 

  

1-2-1 エネルギー使用内訳の他国との比較 

 日本では、照明・家電分野でのエネルギー使用が

最も多く約 40%である。【表 5】は家庭のエネルギー

使用用途を示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

【表 5】家庭における 

先進国のエネルギー使用用途(2004 年） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

アメリカ

フランス

ドイツ

イギリス

日本

暖房 冷房 給湯（風呂）

調理 照明・家電

 参考：住環境研究所 HP より作成 

 

照明・家電分野は電力によって賄われるため、電

力使用が多くなっている。他国は、暖房に多くのエ

ネルギーを使用しているが、これは灯油やバイオ燃

料により賄われている場合が多いため電力を使用し

ている割合は低い。 

  

1-2-2 照明・家電分野におけるエネルギー使用量 

 日本とアメリカは照明・家電分野に多くのエネル

ギーを使用している。【表 6】は照明・家電分野のエ

ネルギー使用量である。 

 

【表 6】照明・家電分野のエネルギー使用量 

（2004 年） 
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参考：住環境研究所 HP 及び経済産業省資源エネル

ギー庁(2004）より作成 

 

アメリカの 25,091MJ と日本の 16,884MJ はイギ

リスの 8,066MJ と比べると、アメリカは約 3 倍、

日本は約 2 倍である。以上よりアメリカと日本は照

明が明るく、また家電の電力使用量が多いと考えら

れる。 

（MJ） 
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1-2-3  明るすぎる日本 

 家電については後述するため、ここでは照明につ

いて述べる。【表 7】は照度の世界と日本の基準を比

較したものである。 

 

【表 7】照度の基準 

場所 

照明の 

国際基準 

ISO8995(Lx) 

照明の 

日本基準 

JIS Z9110(Lx) 

スーパー 

図書館 
300～750 750～1000 

レジ 300～750 750～1000 

商品包装台 300～750 750～1000 

玄関 75～150 150～300 

参考：東京都環境局 HP より作成 

  

世界の照度基準の最高値は日本の照度基準の最低

値である。ただし、照度が高いことは必ずしも消費

電力が多いことを意味しない。日本では照明効率の

良い蛍光ランプの使用比率が高いため、明るくても

電力使用量は少ない。しかし、点灯している照明の

数を減らしても十分に明るいともいえる。大森ゼミ

が実施した節電に関するアンケート６においても、

68%の市民が「節電をしても不便を感じていない」

と回答した。つまり日本人は日常的に必要以上の明

るさで生活している。このような日本独自の照明文

化が生まれた理由は諸説あるが、どれが正しいもの

か証明できないため、ここでは紹介にとどめる。 

 

 ①日本人は清潔を好み、暗がりがあると不潔に感

じるため、私たちは無意識に部屋を明るくする７ 

 ②目に含まれるメラニン色素多い日本人は眩しさ

に強いため照度が高くなった。そのため、日本で

は一室一灯による明るい電灯が好まれる８ 

 ③戦後は暗さが戦時下の灯火管制や生活苦のイメ

ージと重なり、「明るさ＝幸福」という考え方が高

度経済成長期にかけて定着していった９ 

  

上記の理由より日本人は明るさを好むようになっ

たと考えられている。 

 

 

 

1-3 電力会社の地域独占 

 

1-3-1 地域独占の歴史的背景 

明治期、電力事業者数は 500 を超え自由競争の中

にあった。その後、大正期に吸収・合併が行われ、

電力会社は東京電燈、東邦電力、大同電力、日本電

力、宇治川電力の五大電力に集約した。1937 年、日

中戦争により国が戦時体制にシフトし、38 年の国家

総動員法と同時に電力管理法案、日本発電株式会社

法案が近衛文麿内閣の下、可決された。39 年には発

送電を行う日本発送電（以下、日発）が発足する。

41 年には配電統制令が公布、民間の電力会社は解散

し、政府出資で沖縄電力を除く現在の 9 電力と同じ

供給地域で配電会社が作られた。 

敗戦後は GHQ 指導の下、日発は解散する。その

後、電力供給について議論する「電気事業再編成審

議会」が設立された。その会長が松永安左衛門であ

る。松永は GHQ に直接交渉し、51 年ポツダム政令

として 9 電力会社への事業再編を行った。そして沖

縄返還によりアメリカ出資の琉球電力公社が 72 年

沖縄電力に引き継がれ、現在の 10 社体制が確立し

た。 

 

1-3-2  地域独占による問題点 

 電力会社による地域独占の問題点として、以下の

2 点を挙げる。 

 

①既存の電力会社以外から電力を購入できない 

②電力価格の決定方法が電力会社に過度に有利であ 

 る 

 

 ①に関して、地域に 1 社しか電力会社がなく代替

する電力供給源がないため、市民は震災後に実施さ

れた計画停電を回避できなかった。計画停電は電力

会社の独占により電力の安定供給ができるというメ

リットにも疑問を投げかけた。また現在の単なる消

費者では、電力会社を選択することができない。そ

のため今後予想される電力価格の引き上げが行われ

ても、既存の電力会社の電力を買わざるを得ない。

これは電力会社に依存した消費体系である。 

 ②に関して、電力価格は通常の財・サービスとは

異なり、需給のバランスや消費者との価格交渉によ

って決定されない。電力価格は法律により定められ
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た総括原価方式１０によって算定され決定される。発

電所などの建設費、燃料費、運転費用などの原価に

対して一定の割合で利益を保証し、その原価に利益

を加算したものが電力価格となる。原価が高ければ

高いほど電力価格は上がり、それに応じて電力会社

は利益を得る。一般の企業は経費を削減するのに対

し、電力会社には経費削減のインセンティブが働か

ない。その結果、電力価格は高く維持されてきた。

この問題の解決策は電力会社への不買運動を背景と

した交渉や総括原価方式の見直しであるが、①のよ

うに消費者は既存の電力会社以外から電力を購入で

きないために、不買運動を行えない。 

 

1-3-3 広がる独占 

電力会社の独占は広がりつつある。第 1 節に挙げ

た【表 1】からもわかるように石油、ガスなどのエ

ネルギー使用量は減少している中、電力だけは伸び

続けている。そして近年急増しているオール電化は、

天然ガスや灯油などのエネルギーを電力に一本化し

ようとしていた。また、地方から都心部へ送電する

ためには多大な送電ロスが発生するにも関わらず、

原発は各電力会社の管轄外に建設されている。電力

会社が供給する地域は非常に広く、今後さらに広が

ると考えられていた。 

 

第 2 章 電力依存の原因 

 我々は電力依存の原因は以下の 3 点であると考え

た。 

①原発基数の増加 

②家電所持数の過多と世帯の細分化 

③電力会社によるエネルギー一本化戦略 

 

2-1 原発数の増加 

1970 年に美浜、敦賀原発が建設されて以来、年々

その数は増加し、2011 年には 54 基の原発が日本に

存在する。この数はアメリカ、フランスに次いで世

界で 3 番目に多い。原発基数の増加は電力使用量の

増加に関係がある。しかし、原発基数の増加と電力

使用量の増大のどちらが原因で、結果であるか判断

が難しい。そのため、本稿では原発基数が増大した

要因を検討する。国外の要因についてはウランの価

格の推移を、国内の要因については政府が原発を推

進する根拠１１になった 3 つのメリットである「原発

は安価」「原発はエコ」「原発で地域振興」を検討す

る。 

2-1-1 国外の要因の検討～ウラン価格～ 

【表 8】は原発の燃料のウランの国際価格と世界の

原発基数を示している。 

 

【表 8】1 ポンド当たりのウラン価格と 

世界の原発基数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：IMF の HP より作成 

 

1982 年から米ソ間で行われた STARTⅠなどの戦

略兵器削減交渉により、核弾頭が解体されウランが

取りだされた。そのウランが米露間の HEU 契約に

より、原発の燃料として市場に大量に出回ったため

価格は安く推移し、その結果、原発基数は増加した。

近年価格が上昇している原因はウラン採掘場での事

故、中国など新興国での原発へのエネルギーシフト

が挙げられる。 

 

2-1-2 国内の要因の検討(1)～原発は安い～ 

【表 9】は電力中央研究所と立命館大学の大島堅

一教授がそれぞれ行った各発電方法の発電コストの

試算１２を比較したものである。なお電力中央研究所

の試算は、政府や電力会社が用いるものである。 

 

【表 9】1kWh あたりの発電コスト 

 原子力 火力 水力 

電力中央研究所 5 円 7 円 8 円 

大島堅一教授 11.6 円 9.89 円 7 円 

参考：経済産業省資源エネルギー庁（2010）及び

大島堅一（2010）より作成 

 

大島教授が算出した原発の発電コストは電力中央

研究所の約 2 倍である。これは算定方法の違いによ

るもので、電力中央研究所は最も理想的なモデル１３

をもとに価格を算定し、発電費用、核燃料の再処理

（
Ｕ
Ｓ
ド
ル
） 

（
基
） 
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費を含めている。一方、大島教授は同志社大学の室

田武教授の算定方法１４を参照し、各電力会社の有価

証券報告書を用いて実際にかかった費用をもとに算

定している。発電費用は電力中央研究所と大きな差

はないが、使用済み核燃料の再処理費に大きな差が

生じている。また、大島教授は国が原発立地地域に

支払う電源三法交付金などの国家補助金も含めてい

る。このように比較すると原発が最も安い１５とする

電力中央研究所の算定方法の妥当性には疑問が残る。 

 

2-1-3 国内の要因の検討(2)～原発はエコ～ 

1997 年の京都議定書の発効以降、原発は CO2 を

出さない、地球温暖化防止に有効な手段として用い

られるようになった。【表 10】は発電コストと同様

に、電力中央研究所と大島教授がそれぞれ試算した

各発電方法別の 1kWh あたりの CO2 排出量である。 

 

【表 10】1kWh あたりの CO2 排出量 

 原子力 火力 水力 

電力中央研究所 21.6ｇ 975ｇ 11.3ｇ 

大島堅一教授 70ｇ 442ｇ 22ｇ 

 参考：経済産業省資源エネルギー庁（2008）及び

大島堅一（2010）よりに作成 

 

原発は発電時には CO2 を排出しないがウランの

採掘・運搬・処理の際に排出するため、CO2 排出量

がゼロというのは誤りである。しかし火力発電と比

較すると、CO2 排出量は少ない。排出量の面だけ見

れば原発はエコである。なお、水力は CO2 排 出 量

が少なくエコな発電方法である。 

しかし、IAEA１６で主張されていたように原発に

は危険な一面がある。2011 年 3 月の福島県の原発事

故はその一例である。土地は汚染され、周辺住民の

健康被害も今後発生する可能性がある。また、産業

への被害も大きく福島県、茨城県、栃木県、群馬県

の農協の試算した農業被害額は 2011 年 6 月末まで

の時点で 413 億円に上っていると言われている。そ

の他にも畜産業、漁業にも被害が出ている１７。 

放射能汚染の最大の問題点は汚染が不可逆的なこ

とである。汚染の逓減には膨大な時間と費用がかか

る。1986 年に起きたチェルノブイリ原発事故の周辺

地域には現在でも人が住めない。汚染は未来の世代

にも影響を与え続ける。よって原発は事故を考慮す

ると環境性、経済性共に優れているとは言えない。 

 

2-1-4 国内の要因の検討(3) 

～原発で地域振興～ 

 最後に原発で地域振興が可能であるというメリッ

トについて検討する。我々は以下の 3 点を検討した。 

 

① 財政への影響 

② 雇用への影響 

③ 漁業への影響 

④  

 ①に関して、原発が立地されることで、その地域

には電源三法交付金１８や原子力発電所の固定資産

税などが歳入に加わる。【表 11】は新潟県柏崎市の

財政の推移である 

 

【表 11】新潟県柏崎市財政の推移 

0

100

200

300

400

500

1
9
8
5

1
9
8
7

1
9
8
9

1
9
9
1

1
9
9
3

1
9
9
5

1
9
9
7

1
9
9
9

2
0
0
1

2
0
0
3

歳入

歳出

原発財源

市債の累積額

 

参考：国勢調査より作成 

 

柏崎市では 1985 年に柏崎原発の第 1 号機が稼働

を始め、それ以降市には原発財源１９が入り始めた。

その後も原発は造られ続け、1997 年には 7 号機が

稼働を始めた。市の歳出は原発財源と同様に推移し、

歳入に占める原発財源の割合は 14％から 35％と増

加している。市は原発財源から図書館や体育館、福

祉センターなどを建設した。原発立地地域は産業が

乏しく、財政のひっ迫が危惧されており、原発財源

が減少すると新たに原発を建設しなければ財政を保

つことができない。 

②に関して、福井県敦賀市では 1966 年に原発 1

号機が着工され、1970 年に稼働し、1987 年には 2

号機が稼働を始めた。【表 12】は敦賀市の就業人口

の推移である。 
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億
円
） 



7 

 

 

【表 12】福井県敦賀市就業人口者数と人口の推移 
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参考：池田千賀子(2010)及び国勢調査より作成 

 

原発立地により、原発での労働者が含まれる電

気・ガス・水道業に分類される就業者は 1960 年か

ら 2005 年までで約 13 倍になった。また、建設業は

原発を建設する度に一時的に多くの人を雇用する。   

よって、建設開始から稼働開始までの期間は建設業

の就業者数は増加するが、稼働開始後は減少してい

る。なお、サービス業の就業者は急増している。こ

れは原発建設の際に周辺の道路が整備され、その道

路を利用して観光客や原発の視察員が急増しホテル

やレストランが増えたためである。以上から、原発

は多くの雇用を生み出したと言える。 

 ③に関して、宮城県女川町に着目する。女川町で

は 1980年に女川原発が着工し 1984年に稼働を開始

した。【表 13】は女川町の漁獲量と漁業就業人口の

推移である。 

 

【表 13】宮城県女川町漁獲量と漁業就業人口の推移 
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参考：東北農政局統計情報部（2010）及び国勢調査

より作成 

  

原発は発電の際に大量の温排水を海に流す。その

温排水により海が温められ、スケトウダラなどの寒

流魚は北上したため、海面漁業漁獲量は大幅に減少

している２０。海温の上昇を受けて、タイやカンパチ

などの暖流魚の養殖を始めたため、海面養殖業漁獲

量は微増した。漁業人口は減少傾向であったが、こ

の影響でさらに拍車がかかり 1995年には 1975年の

半分になった。以上の 3 点の検討により、原発立地

地域には好影響と悪影響の両方が存在することが分

かった。 

 

2-2 家電所持数の過多と世帯の細分化 

  

2-2-1 家電所持数の過多と 

現代版ジェヴォンズの逆説 

 電力使用量が増加した要因として家電について着

目する。以下【表 14】【表 15】はテレビとエアコン

1 台当たりの消費電力と各家電の 1 世帯あたりの消

費電力量である。 

 

【表 14】エアコンの 1 台あたりと 

1 世帯当たりの消費電力量 
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【表 15】テレビの 1 台あたりと 

1 世帯当たりの消費電力量 
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参考：経済産業省（2003）より作成 

 

家電は省エネ化が進み 1 台あたりの消費電力量は

減少しているのに対し、1 世帯あたりの消費電力量

は増加している。これは各家庭の家電の保有台数が

増加したためである。1 世帯あたりの平均保有台数

は増加を続けており、1988 年では 0.98 台だったエ

アコンは現在では 2.6 台になっている。同様にテレ

ビも現在の平均保有台数は 2.4 台である。この現象

はジェヴォンズの逆説２１の現代版として考えるこ

とができる。本来ジェヴォンズの逆説は石炭利用の

効率化が節約にならず、逆にその利用を促進してし

まうことである。家電の事例をこの逆説に当てはめ

ることができる。家電の省エネ化と、生産の効率化

が進むことによる価格の下落が、保有台数の増加を

促す。その結果、電力使用量は増加した。 

 

2-2-2 世帯の細分化 

世帯人数が少ないほど 1 人当たりの電力使用量は

多い。【表 16】は世帯人数別に電力使用量を比較し

たものである。 

 

【表 16】世帯人口別年間電力使用量 

世帯人数(人) 1 2 3 4 5 6 人以上 

電力使用量(GJ) 10 6 5 4.5 4 4.5 

参考：環境省（2010）より作成 

  

単独世帯員は複数世帯員よりも、電力を多く使用

する。これは、単独世帯員は 1 人でエアコン、テレ

ビなどの家電を利用するのに対し、複数世帯では 1

つの家電を家族で共有するためだと考えられる。こ

こで、【表 17】に日本の世帯数の推移を示す。 

 

【表 17】世帯数と人口の推移 

総世帯数 単独 親族との同居 人口
（千世帯）（千世帯） （千世帯） （万人）

1985年 37,980 7,895 30,013 12,105
1990年 40,670 9,390 31,204 12,361
1995年 43,900 11,239 32,533 12,557
2000年 46,782 12,911 33,679 12,693

 参考：統計局 HP より作成 

 

1985 年と 2005 年を比較すると、人口は約 670 万

人の増加に対し、世帯数は約 1,108 万世帯の増加と

なっている。また単独世帯数が約 790 万世帯から 2

倍の約 1,446 万世帯に増加していることから、世帯

の細分化が進んだ。これは高齢者の増加や都心に出

て来る若者の増加、晩婚化などが原因に考えられる。

電力使用量が多くなる単独世帯が、近年大幅に増加

したことで、日本全体の電力使用量も増加したと考

えられる。 

 

2-3 電力会社のエネルギー一本化戦略 

 電力依存の短期的要因として、電力会社のエネル

ギー一本化戦略を挙げる。電力会社はオール電化を

用いて、今まで都市ガス、プロパンガスなどが主な

エネルギーだった調理機器や暖房、給湯の分野に電

力のシェアを広げた。 

 

2-3-1 オール電化普及の推移 

 年々オール電化は普及し 2010 年には東京電力管

内では 80 万世帯を超え、多くの家計がオール電化

に切り替えた。各電力会社管轄内のオール電化率は

北陸電力管内がトップで約 12％、それに続いて四国、

九州電力管内が約 10％２２となっている。なお東京

電力管内は世帯数が多いため約 4％と低い。北陸の

オール電化率が高い要因として、オール電化が導入

しやすい 1 戸建てが多いことが考えられる。 

 

2-3-2 普及率と電力使用量の関係性 

都道府県別の 1 世帯当たりの電力使用量を見ると、

1 位福井、2 位富山、3 位石川と北陸 3 県が上位を独

占している。北陸の電力使用量が高い理由は、オー

ル電化の普及率が高いことである。その他の要因と

して 
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） 
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①戸建が多く家の床面積が大きいこと２３ 

②夏湿度が高く蒸し暑いため、エアコンの使用頻度

が多いこと２４ 

 

などが挙げられる。 

 

第 3 章 電力プロシューマーの環境経済的な 

可能性と課題 

電力・電力会社への依存脱却には現状の単なる消

費者が電力プロシューマーになることが必要だと

我々は考えた。 

 

3-1 電力プロシューマーの定義 

 電力プロシューマーの定義を以下に示す。 

 

① 自家発電機を導入し、発電を行う人や組織 

② 電力会社や他施設に売電または融通する人や組

織 

 

上記の 2 点を満たす人や組織は家計と自治体であ

る。家計は主に太陽光発電機を導入し、電力会社に

売電している。また自治体は社会的共同消費手段で

あるごみ処理場や上下水道等を用いて発電し電力会

社に売電または他施設へ電力を融通する。企業は生

産が主目的であるため、本稿では扱わない。 

3-2 電力プロシューマーの可能性 

 我々は電力プロシューマーの拡大により、電力・

電力会社への依存から脱却できる可能性があると考

えた。以下がその理由である。 

 

①節電インセンティブが働き、電力使用量が減少す

る。 

②電力会社に対して価格交渉能力を持つことで拮抗

力が働き、電力会社の独占が弱められる 

 

①に関して、電力プロシューマーは節電を行えば

売電量が増え、利益を得ることができる。よって、

電力プロシューマーは節電を積極的に行うと考えら

れる。 

②に関して、現在、消費者は既存の電力会社以外

から電力を購入できない。そのため、消費者は計画

停電の要請や今後予想される電力価格の引き上げに

従わざるを得ない。この現状からの脱却には、消費

者は電力会社に対し拮抗力を持つことが有効である。

消費者が電力プロシューマーとなることで電力会社

以外の供給源を持ち、電力会社と価格交渉が可能と

なり、電力会社に対し拮抗力を持つ。電力会社から

電力を全量買う必要がなくなり、電力会社の独占は

弱まると考えられる。また、自治体の持つ社会的共

同消費手段が電力プロシューマー化することで自治

体の構成員である市民も間接的に電力会社に拮抗力

を持つことができる。 

以上より電力プロシューマーは可能性として電

力・電力会社依存からの脱却の担い手になり得る。 

 

3-3 電力プロシューマーの現状 

我が国の現状の電力プロシューマーは以下のよう

な問題点を抱えている。 

 

① 価格交渉能力を持たない 

② 発電機導入の初期費用が高い 

③ 電力を自由に融通し合えない 

 

①に関して、現行の制度では売電価格は経済産業

省により決定されているため、価格交渉ができない。 

②に関して、太陽光発電機の導入の初期費用は約

200 万円と高額であるため、一括購入する場合は一

般家計には導入が難しい。 

 ③に関して、現在の我が国の法律２５では電力プロ

シューマーが他の家計や施設に直接売電を行うこと

が禁止されている。今後、電力プロシューマーが増

加しても、互いに電力を融通し合い、電力会社以外

の供給源（一般企業を含む）を持たなければ電力会

社に対して拮抗力を持ち得ない。よって電力自由化

が必須である。 

 

第 4 章 電力プロシューマーの 

          課題と協同組合設立の提案 

 第 3 章では電力・電力会社への依存からの脱却の

ために電力プロシューマーの拡大が有効であると仮

説を立てた。そこで我々は現実の電力プロシューマ

ーの課題を見つけるため、その理想像を構築した。

そして理想像とアンケート及びヒアリング調査で判

明した電力プロシューマーの現実の比較を行った。

最後にこの比較で判明した課題を解決する為に、

我々は電力プロシューマー協同組合の設立を提案す

る。 
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4-1 電力プロシューマー化した家計 

 

4-1-1 電力プロシューマー化した家計の理想像 

我々は家計の電力プロシューマーは環境に配慮し

た生活を送ると想定し、A さんという理想像を構築

した。 

 

【表 18】A さんの属性 

年齢
年収
職業
住居

世帯人数
一般市民として年数回参加
環境関連雑誌を購読
積極的に参加
定期的に行う
家族全員で節電

新規事業者の参入を期待し賛成
脱原発・自然エネルギー推進
エネルギー政策を考慮
環境負荷低減のため

100％以上
売電量が上回る

価格や決定方法に不満
価格や決定方法に不満

本体価格が下がったら購入検討
リースにより導入
所属したい

電力供給に関して

45歳以上
800万円

エネルギー会社・太陽光パネルメーカ勤務
オール電未導入

4人
環境イベントへの参加
環境雑誌・新聞の購読
ボランティアの活動経験
環境団体への寄付

節電状況
電力自由化に関して

新規自家発電機
導入方法

プロシューマー団体

投票の基準
導入動機
電力自給率

年間売電量と買電量
電力価格に関して
売電価格に関して

 

※大森ゼミ独自に作成 

  

A さんは、エネルギー問題に強い関心を持ってい

るとし、太陽光発電機を導入していると仮定した。

また節電インセンティブが働き、電力使用量は毎年

減少を続けていると考えた。また、電力会社や電力

価格の決定方法に不満を持っているため、電力プロ

シューマーの価格交渉組織に所属して電力会社と交

渉を行い、拮抗力を持ちたいと望んでいるとした。 

 

4-1-2 電力プロシューマー化した家計の現実 

 アンケート調査２６を行った中で最も理想像に近

かった電力プロシューマーのBさんについて考察を

行う。 

 

 

 

 

 

【表 19】B さんの属性 

年齢
年収
職業
住居

世帯人数
一般市民として年数回参加

『日経エコロジー』『ecomom』を購読
特に行っていない

日本高山植物保護協会に寄付
節電のため内窓を設置

新規事業者の参入を期待して賛成
脱原発・自然エネルギー推進
エネルギー政策を考慮
環境負荷低減　

国のエネルギー自給率向上のため
80～99％

売電量と買電量がほぼ同じ
価格や決定方法に不満
価格や決定方法に不満

本体価格が下がったら購入検討
一括購入

今後設立されるならば参加したい

ボランティアの活動
環境団体への寄付

節電状況

プロシューマー団体
導入方法

電力自由化に関して

投票の基準

電力価格に関して

新規自家発電機
売電価格に関して

電力供給に関して

電力自給率
年間売電量と買電量

自家発電機の導入動機

40代
1000万～1500万円

一戸建・東京都町田市在住・オール電化導入

環境イベントへの参加
環境雑誌・新聞の購読

フォトグラファー

4人

 

※アンケート回答結果より作成 

 

 B さんは東京都町田市の一戸建て住宅に住み、環

境負荷軽減と国のエネルギー自給率向上のために太

陽光発電機を導入した。導入後、エアコンの使用効

率を高めるために内窓を設置するなど、電力使用量

を減らす行動をしている。B さんは環境イベントへ

の参加や環境雑誌の購読、環境保護団体への寄付な

どを行っており環境意識が高い。電力会社や電力価

格に対して不満を持ち、また電力自由化は必須と考

えている。しかし、電力会社と交渉は行えてはいな

い。電力プロシューマーの価格交渉組織は現状では

存在していないが、設立されれば参加する意思を持

っている。 

 

4-1-3 電力プロシューマー化した家計の考察 

 B さん一家は節電意識の高い家計であり、発電機

導入後はいっそう節電に努めるようになった。ここ

から家計の電力プロシューマーに節電インセンティ

ブが働くといえる。理想像と異なり課題として挙げ

られた点は、電力会社や電力価格に不満があっても、

政府や電力会社と交渉を行えていない点である。現

在は電力プロシューマーの価格交渉組織は存在しな

いため、実際の電力プロシューマーには拮抗力が十
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分に働いていないと言える。以上より、家計の電力

プロシューマーには節電インセンティブが働くが、

電力会社に対する拮抗力は現状では持ち得ていない

ことが判明した。 

 

4-2 電力プロシューマー化する自治体 

  

4-2-1 電力プロシューマー化した 

自治体の施設の理想像 

家計と同様に自治体の電力プロシューマー化の理

想像としてC市という理想像を以下のように構築し

た。 

 

【表 20】C 市の属性 

人口 100万人以上
特徴 中核都市である
財政 安定している
市長 積極的に環境政策を行う

市の職員 環境・節電意識が高い
家計が太陽光発電機を導入
する際に補助金を交付

環境イベントを行っている

導入している
自家発電

ごみ処理発電、下水小水力
発電、バイオマス発電

自家発電機の
導入理由

未利用エネルギーの活用の
ため

自家発電量 年間消費量より多い
電力の使用用途 自家消費が主

売電 特定規模電気事業者に行う

電力の融通 近隣施設に行っている

売電量と買電量 売電量が上回る
電力価格に関して 価格や決定方法に不満
売電価格に関して 価格や決定方法に不満
電力自由化に

関して
市民に電力を低価格で

提供するために賛成してい
る

環境政策

 

※大森ゼミ独自に作成 

 

C 市は環境政策を積極的に行い、その一環として

社会的共同消費手段へ自家発電機を導入していると

仮定した。ごみ処理発電、下水小水力発電、汚泥バ

イオマス発電を行い特定規模事業者への売電と近隣

施設への融通を行っているとした。電力などの光熱

費の節減が求められており、職員に節電インセンテ

ィブが働き、施設全体の電力使用量は減少すると仮

定した。また、電力会社に売買電価格交渉を行い十

分な拮抗力を持っていると考えた。 

 

4-2-2 電力プロシューマー化した 

自治体の施設の現実(1)～福岡市の事例～ 

 我々は 9 つの自治体にアンケートとヒアリング調

査を行い、自治体の電力プロシューマーの現実を調

査した。その中で、最も理想像に近く 2 つの社会的

共同消費手段で発電を行っている福岡市と川崎市に

ついて考察を行う。まず、ごみ処理発電と汚泥バイ

オマス発電を行っている福岡市について述べる。 

 

【表 21】福岡市の属性

人口 150万人
特徴 中核都市である
財政 安定している
市長 自然エネルギー推進を表明

市の職員 クールビズや節電に積極的

家計が太陽光発電機を導入
する際に補助金を交付

環境啓発イベントを実施

導入している
自家発電

ごみ処理発電
汚泥バイオマス発電

自家発電機の
導入理由

環境負荷軽減のため

自家発電量 年間消費量より多い
電力の使用用途 自家消費が主

売電 電力会社に行っている

電力の融通 行っていない

売電量と買電量 売電量が上回る
電力価格に関して 特に不満はない
売電価格に関して 特に不満はない
電力自由化に

関して
売電先の選択肢を増やすた

め賛成である

環境政策

 

※アンケート回答結果より作成 

  

福岡市はごみ処理発電と汚泥バイオマス発電を導

入している。ごみ処理施設では使用電力の大半を自

家発電で賄い、発電量の約半分を電力会社に売電し

ている。汚泥バイオマス発電は発電量が少なく、自

給率も 13％と売電は行えていない。しかし、汚泥バ

イオマス発電の発電機導入費用は自家発電による電

力料金の節約分で元が取れること、施設を環境教育

に利用できることなどの導入メリットも存在してい

る。自家発電機導入後に職員の光熱費削減への意識

の変化はなく、節電インセンティブが働いていない。

電力価格や売電価格に不満はないものの、新規事業

者の参入のため、電力自由化に賛成している。その

ため市庁舎や公共施設で使用する電力を入札で決定

している。しかし、現状では九州電力しか入札を行

っておらず、他の事業者は参入していない。したが

って電力会社と価格交渉を行っていないため、拮抗

力は働いていない。 
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4-2-3 電力プロシューマー化した 

自治体の施設の現実(2)～川崎市～ 

 同様に、ごみ処理発電と下水小水力発電を行って

いる川崎市について述べる。 

 

【表 22】川崎市の属性 

人口 140万人
特徴 中核都市である
財政 安定している
市長 積極的に環境政策を行う

市の職員 環境、節電意識が高い

太陽光発電機を区役所に導
入

家計が太陽光発電機を導入
する際に補助金を交付

節電イベントを行っている

グリーン電力証書を購入

導入している
自家発電

ごみ処理発電
下水小水力発電

自家発電機の
導入理由

未利用エネルギーの
活用のため

自家発電量 年間消費量より多い
電力の使用用途 自家消費が主

売電 電力会社に行っている

電力の融通 行っていない

売電量と買電量 売電量が上回る
電力価格に関して 価格や決定方法に不満
売電価格に関して 価格や決定方法に不満
電力自由化に

関して
市民に電力を低価格で

提供するために賛成してい
る

環境政策

 

 ※アンケート回答結果より作成 

 

 川崎市のごみ処理発電は電力自給率が 100％を超

えており、余剰分は電力会社に売電している。下水

小水力発電は電力自給率が 0.25％と非常に低く、売

電は行えていない。自家発電機の導入のメリットと

して売電額を増やすために職員が節電を行うことを

挙げているが、導入前後で電力使用量に変化は見ら

れなかった。売電価格やその決定方法に不満を持ち、

また電力自由化が必要だと考えている。しかし、価

格交渉を政府や電力会社に対して行っていない。 

 

4-2-4 電力プロシューマー化した 

自治体の施設の考察 

 福岡市、川崎市共に自然エネルギーの導入を積極

的に推進している。両市のごみ処理発電は電力自給

率が 100％を超え、どちらも余剰分は電力会社に売

電している。一方で、汚泥バイオマス発電と下水小

水力発電は電力自給率が低く売電を行えないため、

電力プロシューマー化した施設になり得なかった。 

両市共に自家発電機の導入のメリットとして売電

量を増やすために節電意識が芽生えることが期待さ

れた。しかし電力使用量に変化はなく自治体には節

電インセンティブが働かないことが分かった。これ

は節電により得られる利益は事業全般に還元され、

当該施設および職員に直接的な利益（光熱費節減額

分）が得られないためだと考えられる。 

また、現行の発送電に関する法律の改正や、ごみ

処理発電への全量買い取り制度の適用などが必要だ

と考えているが、政府や電力会社に対し制度の改正

や適用をめぐる交渉を行っておらず拮抗力は働いて

いない。 

 

4-3 電力プロシューマー協同組合設立の提案 

 前項の考察の結果、家計・自治体共に価格交渉能

力を持てず、電力会社に対し拮抗力が働いていない

ことが判明した。また、電力自由化のため法改正が

必要なことや、発電機導入の初期費用が高く、一般

家計には導入が難しいことも電力プロシューマーの

課題である。 

そこで我々は電力プロシューマー協同組合の設立

を提案する。ただし、協同組合に自治体は参加でき

ないため家計の電力プロシューマーの組織化につい

てのみ述べる。この協同組合は既存の電力プロシュ

ーマーがインターネット上などで結集し設立される

と予想される。なお漁協組合員や生協組合員など既

存の組合の中の電力プロシューマーが組合内のネッ

トワークで繋がり、結集した電力プロシューマー協

同組合と連携し、合同することも考えられる。電力

プロシューマー協同組合の主な活動は以下の 4 点で

ある。 

 

①既存の政党、政治家に売電価格の引き上げや電力

自由化などの法改正を請願すること 

②電力会社の株を購入することで、株主総会での発

言の機会を得て、①の要求を提示すること 

③組合員相互間で信用事業を行い、新規の自家発電

機の導入あるいは買い替えを希望する組合員に低

利融資をすること 

④自然エネルギーによる発電事業（メガソーラー発

電、風力発電など）に投融資すること 

 

①に関して、現在家計の電力プロシューマーは
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個々で活動しており、電力会社に代わる供給源は自

身の発電分のみである。さらに電力自由化や価格決

定に関する法改正の交渉を行えないため、拮抗力が

働いていない。そこで、協同組合は既存の政治家や

政党に現行の売電価格の決定方法や発送電に関する

法律などの改正を請願する。代議制を用いて協同組

合の代表を政治家として選出することも考えられる。 

②に関して、株式会社では年に一度の株主総会で

経営陣が株主の前で経営方針について説明を行う。

株主は経営者に対して意見を述べることができ、発

言力は株主の持ち株数の多さに比例する。電力プロ

シューマー個人が持ち株数を増やすことには金銭的

な限界があるため、協同組合が代わりに組合の資金

を用いて電力会社の株を保有する。これにより、株

主総会において電力会社に直接、電力価格や電力自

由化などの意見を提示することができる。①、②に

より電力会社に対し拮抗力を持つことができる。 

③に関して、協同組合は組合員相互間で信用事業

を行い組合員から会費や寄付を集める。また、銀行

からの融資、太陽光パネルメーカーやハウスメーカ

ーからの出資や寄付などにより資金調達を行い、貸

し出し及び運用する。特に、自家発電機の導入や買

い替えが経済的に困難な組合員に低利子で融資を行

う。 

④に関して、メガソーラー発電や風力発電等の自

然エネルギーでの発電事業を行う企業や団体に投融

資する。これにより売電利益をえることができる。

③、④により電力プロシューマーは今後さらに拡大

すると考えられる。 

  

終章 

我々は可能性として、電力プロシューマーには節

電インセンティブが働き、電力会社への潜在的な拮

抗力を持つため、その拡大と組織化が電力・電力会

社依存からの脱却への有効な手段だと考えた。そこ

で、実際に電力プロシューマーの理想像と現実を比

較し考察した結果、節電インセンティブは働くもの

の、価格交渉能力を持てていないことが確認できた。 

そこで我々は電力プロシューマー協同組合の設立

を提案した。協同組合は政党や議員に売電価格の決

定や電力自由化のための法改正を請願する。電力会

社の株を買うことで株主総会での発言力を強めるこ

とも考えられる。また組合費やメーカーからの出資

金などを用いて組合員相互間で信用事業を行い、発

電機導入を希望する組合員に低利融資を行う。自然

エネルギーによる発電事業への投融資により売電利

益を得ることも考えられる。電力プロシューマーは

組織化により電力会社に対し拮抗力を持ち、さらに

拡大していくことができる。その結果、電力・電力

会社への依存は解消されよう。 

本研究の新たな課題として自治体が電力会社に対

し、拮抗力を持つ方法の研究が挙げられる。我々が

提案した電力プロシューマー協同組合には、自治体

は参加できない。しかし、自治体相互間で連携を取

り、政府や電力会社に価格交渉を行うことで拮抗力

を持つことができると考えられる。 

 最後に、アンケート等にご協力いただいた家計、

自治体の方々に感謝の意を述べこの論文を結ぶ。 

 

                                                 
１ A.トフラーが 1980 年の著書『第三の波』で提唱した producer

（生産者）と consumer（消費者）を併せた prosumer（生産消費

者）のことである。生産活動を行う消費者を指す。例として、教育、

外食産業に対する食卓、ソフトウェアの開発者、家庭菜園などが挙

げられる。 
２ アメリカの制度学派経済学者である J.K.ガルブレイスが 1952

年著書である『アメリカの資本主義』の中で提唱した。当時、アメ

リカの市場経済では少数の独占力を持つ巨大企業に独占されてし

まっていた。そこでガルブイスは経済社会が一部の支配を脱して、

バランスを回復するために拮抗力は必要だとした。本来は外資系企

業、社外監査役、健全なマスコミ、行政への市民の参画と協力、労

働組合などが拮抗力に挙げられる。 
３経済学者の宮本憲一が 1976 年の著書『社会資本論』において提

案した概念である。社会的共同消費手段には以下のような特徴があ

る。①場所的に固定、大量販売ができない。②非分割性。大規模建

設が必要。③共同利用されるが利用者の多くが労働者等の低所得者。

④共同消費の一部は生産過程の中で生産と連続して不可分の形。つ

まり再生産が行われる。例として図書館やごみ処理場、下水処理場

が挙げられる。 

４ ここでは中国を除いた GDP の高い 5 ヶ国を指す。 
５ この 3 国を原発基数が多い順で並べると、アメリカは 104 基、

フランスは 59 基、日本は 54 基と電力使用量の多い順と同じ順にな

る。 
６ 2011 年 5 月 6 月大森ゼミナール実施、有効回答数：73 
７中島 龍興、「歴史から見る日本の住宅照明」、2008 年 04 月、オン

ライン、「All About」インターネット、   

http://allabout.co.jp/gm/gc/28787/2/(2011/4/16 アクセス) 
８ 「メラニン色素とサングラスについて」オンライン、「株式会社 乾

レンズ」、インターネット  

http://inuilens.com/inui%20lens%20hp/what's%20uv/what's

%20uv.html(2011/10/10 アクセス) 
９平手小太郎、「「明るさ＝幸福」高度成長で定着」、『朝日新聞』、2011

年 7 月 8 日 

１０電気事業法 第 19 条 2（一般電気事業者の供給約款等）により

定められている。 
１１ 日本政府は『平成２２年エネルギー基本計画』のなかで、 

「原子力は、供給安定性・環境適合性・経済効率性を同時に満たす

基幹エネルギーである」  として原発を推進してきた。 

１２尚、電力中央研究所は電力会社や政府が利用している発電コス

トの試算を行っている研究所である。一方、大島堅一氏は立命館大

学の教授で、エネルギー・環境問題の政治経済学的分析について研

究している。 
１３ 原発だけでなく他の発電でも同様にモデルを用いて計算を行っ

ている。モデルに用いる数字を以下にまとめる。 

 設備規模 設備利用率 運転年数 
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原子力 118~13 万 kWh 80% 40 年 

石油火力 35~50 万 kWh 80% 40 年 

石炭火力 60~105 万 kWh 80% 40 年 

一般水力 1~2 万 kWh 45% 40 年 

参考：「総合資源エネルギー調査会電気事業分科会コスト等検討小

委員会報告書」 

１４ 室田武氏は『原発の経済学』のなかで有価証券報告書を用いた

原発の価格の試算方法を述べた。大島堅一氏や大森ゼミ第 3 期生も

これをもとに試算を行っている。 
１５ 大森ゼミ第 3 期生（2001 年度）も原発の電力価格の試算を行っ

ている。 

 1kWh 当たりの価格 

原子力 11.36 円 

火力 8.996 円 

水力 11.53 円 

参考：「原発の経済性検証」より作成 

１６ 以下は IAEA 広報部長の職に就いた経験を持つ大阪経済法科

大学教授の吉田 康彦氏のＨＰの引用である。 

 

「1988 年に議長であるグロ・ハーレム・ブルントラントは、『原発

は CO2 を排出せずクリーンなエネルギー源だが、核拡散、安全性、

放射性廃棄物の 3 点に問題があり、化石燃料に代わる基幹電源とし

ては推奨できない』という報告を国連事務総長に提出した。この結

果、原発が『京都議定書』公認の CDM（クリーン開発メカニズム）

の対象として認められず、一時的に普及にブレーキがかかった。」 

 

１７ 福島県の畜産業への被害は 8 月時点で 65 億にも上っていると

言われている。その他にも茨城、千葉の魚協組合の被害は 5 月末時

点で 23 億円と大きな被害が出ているとされている。 （『 日本経済新
聞』（2011/07/21）） 
１８ 電源三法交付金とは 1974 年に制定された「電源開発促進税法」

「電源開発促進対策特別会計法」「発電用施設周辺地域整備法」に

基づいて立地地域に支払われる交付金のことである。 
１９ ここでの原発財源とは国県交付金・固定資産税・法人市民税・

使用済み核燃料税・原子力交付金のことである。  

２０水温とスケトウダラの漁獲量に相関関係があることは北海道中

央試験場の研究により立証されている。 

逆に、養殖業では温排水で鯛やかんぱちのような暖流魚を育て漁獲

高を増加させる。浜岡原発では今回の停止を受け、養殖業において

約 11 億円もの被害が出ると試算されている。 
２１ ウィリアム・スタンレー・ジェボンズはイギリスの経済学者で

1865 年『石炭問題』のなかで石炭の利用効率の上昇が逆に石炭の

消費を促すと述べた。 
２２四国、九州電力管内は競合するガス会社がないため、オール電化

率はやや高い。 
２３ 以下に、北陸の持ち家住宅の延べ床面積を表す。 

県名 持ち家住宅の延べ面

積（㎡） 

順位（位） 

富山県 179.8 1 

福井県 172.6 2 

石川県 163.4 4 

参考：統計局 HP より 
２４ 北陸の湿度は平均を上回り、上位に位置している。 

県名 年平均湿度（％） 順位（位） 

富山県 79 1 

福井県 74 7 

石川県 67 27 

参考：気象庁 HP より 

２５電気事業法第 2 条により定められている。 
２６太陽光発電機を導入している家計にアンケートを行った。有効

回答数：5 

 

 

 

 

 

                                                                                     

【調査協力自治体】 

1、東京都 23 区清掃事務一部組合 

（訪問日 2011 年 8 月 7 日） 

2、川崎市上下水道局下水部施設課 

（訪問日 2011 年 8 月 9 日） 

3、川崎市上下水道局水運用センター 

（訪問日 2011 年 8 月 19 日） 

4、吹田市環境施設課 

（アンケート回答 2011 年 8 月 15 日） 

5、釧路広域連合事務局 

（アンケート回答 2011 年 8 月 16 日） 

6、仙台市 

（アンケート回答 2011 年 8 月 19 日） 

7、福岡市環境局施設部工場整備課 

（アンケート回答 2011 年 8 月 19 日） 

8、金沢市環境局施設管理課 

（アンケート回答 2011 年 8 月 19 日） 

9、市川市環境局清掃部クリーンセンター 

（アンケート回答 2011 年 8 月 22 日） 

10、児玉市広域市町村圏組合業務管理課 

（アンケート回答 2011 年 8 月 26 日） 

11、川崎市環境局整備課 

（アンケート回答 2011 年 9 月 26 日） 
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